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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気の緩やかな回復基調が続いているものの、海外

では中国をはじめとするアジア新興国や資源国等の景気下振れ、英国のＥＵ離脱問題等、国際経済の不確

実性が高まる中、引き続き国際金融資本市場に及ぼす影響に注意を要する状況となっております。また国

内では雇用・所得情勢が改善傾向にある一方で、個人消費の停滞、年初からの円高基調等に加えて、今夏

に頻発した台風や大雨による自然災害の影響もあり、企業業績に先行き不透明感が出始めております。 

建設業界におきましては、住宅ローン金利の低下に加えて、日銀によるマイナス金利政策の後押しもあ

り、住宅建設で一部持ち直しの動きが見られたものの、民間設備投資全体としては、企業の慎重な業況判

断を反映して足踏み状態が続いております。また、公共設備投資は公共事業関係費の補正予算による押し

上げやオリンピック関連投資の本格化に期待が寄せられておりますが、未だ底堅い動きに変化は見られな

い状況となっております。 

 

このような状況の中、当社グループは 2016 年度を初年度とする「中期経営計画『Next Stage 2018』 

（2016～2018）」をスタートさせ、引き続き経営の合理化・効率化を推進し、経営資源を最大限に活かし

て、より一層の収益力向上に努めております。 

その結果、当第２四半期の連結業績につきましては、受注高は 223 億２千７百万円（対前年同期比 10.9％

増）、売上高は 208億４千２百万円（対前年同期比 7.9％増）となりました。 

利益につきましては、営業損益は９億１百万円の営業利益（前年同期は２億５千万円の営業利益）、経常

損益は 12 億１千１百万円の経常利益（前年同期は５億９千６百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する

四半期純損益は８億５千１百万円の四半期純利益（前年同期は４億３百万円の四半期純利益）となりまし

た。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 61 億１千万円減少し、

583億４百万円となりました。（未成工事支出金で 12億９千１百万円の増加、現金預金で 44 億６千５百万

円の減少、受取手形・完成工事未収入金等で 27億１千２百万円の減少） 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ 64億７千万円減少し、187億５千２百万円となりました。

（支払手形・工事未払金等で 40 億３千３百万円の減少、未払法人税等で 13億７千１百万円の減少） 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ３億５千９百万円増加し、395 億５千１百万円となり

ました。（利益剰余金で６億３千４百万円の増加、その他有価証券評価差額金で３億３千７百万円の減少） 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成 29 年３月期の連結業績予想につきましては、平成 28 年５月 11 日に公表いたしました連結業績予

想に変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

第１四半期連結会計期間より、非連結子会社であった交通安全施設(株)は、重要性が増したため、連結の

範囲に含めております。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告 32 号 平成 28年６月 17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成 28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。 

 

（４）追加情報 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月 28日）

を第１四半期連結会計期間から適用しております。 
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（４）継続企業の前提に関する注記

 該当事項はありません。

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

 該当事項はありません。

４.　補足情報

部門別受注高及び売上高

前第２四半期連結累計期間(自　平成27年4月1日　至　平成27年9月30日)

(電気設備工事業） (電気設備工事業）

当第２四半期連結累計期間(自　平成28年4月1日　至　平成28年9月30日)

(電気設備工事業） (電気設備工事業）

当第２四半期連結会計期間より、当社事業本部の組織改正を行ったことに伴い、従来、電気設備工事業の

「送電線」に含まれていた一部業務を「鉄道電気設備」に、「道路設備」に含まれていた一部業務を「屋

内外電気設備」に変更いたしました。この変更を反映させるため、当第２四半期連結累計期間および前第

２四半期連結累計期間の受注高・売上高の組替えを行っております。

当四半期

平成29年3月期

11,243,166

千円

100.0

16.9 12.0

千円 ％

2,490,382

合 計

構成比率

50.4 鉄 道 電 気 設 備

％

60.0

構成比率

第２四半期

道 路 設 備

合 計 20,133,347

鉄 道 電 気 設 備

売　上　高

道 路 設 備 3,772,461

受　注　高

(不動産賃貸事業)

小 計 17,938,746

送 電 線 1,768,5052,919,052

100.0

0.5

千円

1,275,512

鉄 道 電 気 設 備

道 路 設 備 5,745,630

92.9

9.2

第２四半期

千円

2,343,601

11,739,460

送 電 線 14.5

鉄 道 電 気 設 備

2,087,178

1,415,241

2,825,133 12.6

％

12,514,789

7.0 屋内外電気設備

第２四半期

49.9

道 路 設 備

平成29年3月期

送 電 線

28.6

構成比率

屋内外電気設備

屋内外電気設備

4,487,038

199,212

屋内外電気設備

(兼業事業)

10.3

92.2

2,156,283

1,419,383 6.8

送 電 線

小　　　　　計 19,223,545

20.1

9.92,062,090

合 計 22,327,799 100.0 合 計 100.0

1.0

20,842,141

(不動産賃貸事業)

受　注　高 売　上　高

平成28年3月期

第２四半期

前年同四半期

構成比率平成28年3月期

前年同四半期

10,053,423

(兼業事業)

％

60.8

10.8

当四半期

12.1

104,857

19,319,116

6.6
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